第8章  マレーシア

  1998年のマレーシアの総人口は2,218万人と見積もられており、1979～97年の人口増加率は2.3％から2.7％の間を上下した（表8.1）。実質GDPも1979～97年に3.5倍に増加した。この急成長の結果、一人あたり実質GDPも同期間内に2倍以上に増えた。米ドル換算や国際ドル換算といった他の方法による一人あたりGDPでもかなりの増加を記録している。同期間内に乳児死亡者数や非識字率にも大きな改善がみられ、平均余命や就学率も上昇した。

  1979～84年に比較的高い成長を記録した後、マレーシア経済は1985、86年、世界的な電子産業の停滞のために急速に低迷した。1987年に反発した後、1988～97年の成長は大変著しく、成長率は8～10％の範囲内であった（表8.1）。しかし、1997年7月にタイで始まったアジアの金融混乱が同年末にはマレーシアまで波及、同年こそ高い成長を維持したものの1998、99年は深刻な低迷に陥ると見込まれている。成長率は1998年がマイナス7.5％からマイナス2.3％の間、1999年はマイナス2.0％から2.1％の間と見込まれている（表2.1）。直近の予測は低成長シナリオの蓋然性が高いとみており、これを例証するため表8.1では1998年の成長率をマイナス6％としている。この仮定が正しいとすれば1998年の一人あたり実質成長率はマイナス8.2％減で、1995年の水準まで落ち込むことになる。この不振に対処するために連邦政府は1997年9月、ケダ州の新国際空港、マルチメディアスーパーコリドー計画の行政都市であるプトラジャヤといった多くの巨大プロジェクトの中止を決定した。また同年12月には、深刻な民族暴動が起こった1969年以来、国家経済行動評議会を初めて開催した。

  マレーシアは、1998年の時点においてマレー系その他のいわゆるブミプトラが全国民の62％、中国系が27％、インド系が8％、その他の民族が3％を占める多民族社会である。他の東南アジア諸国同様に、中国系が比較的多くの資産を保有し高い所得を得ている。中国系家計の平均月額収入のブミプトラ系家計に対する割合は、1984年1.76、1987年1.65、1989年1.74、1995年1.81であった（Malaysia, Department of Statistics various years）。1969年の暴動に対応するため、政府はマレー系に対する「積極行動」的要素を強く含んだ新経済政策（NEP）を1971年に実行に移した。こうした政策を導入した後、全体的な所得格差は縮小した。例えば、所得格差の指標であるジニ係数（低い数値がより均衡のとれた所得分配を意味する）は、1970～90年に0.513から0.445へと下がった(青木、1998年、6月)。NEPは1991年、積極行動的要素を薄めた国家開発政策（NDP）に引き継がれた。このことが、中国系とマレー系の所得格差が近年再び拡大していることに部分的に関連していると思われる。しかし、こうした格差は同時に循環的でもある。例えば、景気後退局面（例えば1987年）では事業者、すなわち中国系に悪影響を及ぼし、景気上昇局面では逆の結果になっている。

  1980年代央における景気後退の数年を除き、マレーシアにおける失業は1979年の496万人から1996年の837万人に拡大した全労働人口の3～6％という比較的低い水準で推移してきた。ここ数年とくに低く（1993年以降3％以下）、逼迫した労働市場が当局の大きな懸念材料の一つになっている。熟練労働力の欠如が賃金を同じく押し上げる、との指摘がしばしばなされている。このことは比較的に非熟練労働が集約的な事業の競争力を低下させている。労働力不足は外国人労働者の流入にもつながっていたが、経済危機のために最近多くの外国人労働者を帰還させている。

  過去20年間経済発展が進むにつれ、農業から製造・サービス業へと雇用が大きくシフトした。例えば、農業の比率は、1979年の43％から1997年の15％へと減少したのに対し、製造業は15％から28％へ、その他の産業（主にサービス業）は42％から57％へと上昇した。同じような変化は生産構造でもみられ、GDPに占める農業の比率は1979年の24％から1997年の12％へと減少、鉱業も大きく下がった。ただし石油価格の下落はこの場合問題ではないことには注意を要する。というのもマレーシアが現行価格による産業別GDPを発表しておらず、本報告書で検討している他の経済地域が現行価格によるのに対し、ここでの比率は固定価格で算出されているからである。他方、製造業の対GDP比率は1979～96年に19％から36％へ、また金融業も8％から12％へと上昇した。

  支出サイドを見てみると、民間最終消費支出が国内需要の最大部分を占めるが、その比率は近年50％を下回っており国際標準からすると今なお小さいと言える。このことは、1994年以降40％を超える高い総固定資本形成の割合に示されるように貯蓄と投資が高い比率であることを意味している。循環的揺れも、総固定資本形成の比率に影響を与えているようである。その比率は、1980年代中ごろから末にかけて低く、それ以外の期間は高い。にもかかわらず、総固定資本形成、とくに民間総固定資本形成の比率が拡大していることは、1990年代の好景気の重要な要因と言える。支出項目におけるもう一つの注目すべき要因は、GDPに対する国際貿易の比率が上昇したことである。1990年代半ばまでに輸出、輸入ともにそれぞれGDPの90％を超え、1990年代初頭の50％かそれをわずかに上回る水準から大きく上昇した。こうした数値は、隣のタイ同様マレーシアの好景気が民間投資及び国際貿易の急成長に密接に関連していることを示している。

  インフレ率は1979年を除いて低く、1988年以降の経済の急拡大にも関わらず一桁にとどまってきた。これに相応する金利も1980年代央を例外としてかなり低い水準を維持してきた。リンギはかなり安定しており1979、80年の1ドル2.2からゆっくりと下落、1987～96年は2.5から2.7の間を上下した（表8.1）。これはGDPに対するかなり安定したマネーサプライ（M1）に示されるような堅調な通貨政策の結果と言える。しかし金融部門で流動性が過剰になり資産価格が急上昇したために、マネーサプライの対GDP比率は1993～96年に史上最高水準にまで上がった。1997年7月にタイで金融危機が起こった後、リンギは売りを浴びせられ1997年末には1ドル3.89になり、1年前と比較し50％下落した。1998年初頭も減価は続き1月末には4.57まで下落、その後第2四半期には平均3.85まで回復した（International Monetary Fund, 1998d）。しかし7、8月には再び売り圧力にあい、この2ヵ月は1ドル4.18平均であったため政府はリンギの防衛手段を強化した。すなわち選択的通貨管理制度を1998年9月に導入、リンギを1ドル3.80に固定した。

  アジア通貨危機のもう一つの影響は、1997年に株価が52％下落したことに示されるような資産価格の大幅減少である。株式市場は、1998年8月期までにさらに56％下落、資本管理が導入されてから反転し、1998年の株価は前年比1.4％減で終わった。にもかかわらず金融部門は、株式・不動産市場の崩壊が不良債権の大幅拡大につながるなど非常に脆弱になっている。公的統計によれば、商業銀行、ファイナンス・カンパニー、マーチャント・バンク全体の不良債権比率は1996年末、97年末の3.8％から1998年9月末には10.4％に上昇した（Malaysia, Bank Negara Malaysia, 1998）。金融部門を強化するために、政府は不良債権の買い取りを行う新しい資産管理会社であるダナハルタと金融機関の再資本化を進める特別目的会社、ダナモダルを設立した。しかし、こうした機関や関連救済計画は膨大な資金を必要とする。資産管理導入で海外からの借り入れが大変困難な状況なので、こうした政策の成功は連邦政府が強制年金基金、ペトロナス（国営石油会社）といった国内の主要金融源にどこまで国債を引き受けさせられるかにかかっている。この点、1980年代に多年にわたり財政赤字であった後1993年に黒字に転換していたことは、政府には有利に働くであろう（表8.1）。

  マレーシアの経常収支は1990年代を通して赤字であり、赤字幅は1991年と1994、95年には対GDP比6％を上回った（表8.2）。しかし、通貨下落に応じて経常収支は劇的に反転、1998年には対GDP比4.8～9.2％の黒字が見込まれている。1998年上半期は38億ドルの黒字を計上した（Malaysia, Department of Statistics,1998; International Monetary Fund, 1998d）。この業績が下半期も繰り返されるとしたら実際の数字はこうした見積もりよりさらに高いものとなろう。マレーシアは、一般的に貿易収支で黒字をサービス収支及び所得収支で赤字を計上してきた。所得収支の赤字は、1990年19億ドルから1993年32億ドル、1997年51億ドルへと大幅に拡大、そのほとんどは対内直接投資残高の所得支払いに向けられた。投資収支では、1991～97年に毎年40～50億ドルの流入額があるなど直接投資が極めて目立っている。例えば1996、97年には対内直接投資が対GDP比5％に達し、同時期の中国と変わらない比率であった。1980年代末に始まった対内投資の急増は、外資の所有規制を緩和した1986年10月の政策変更が部分的に影響している。興味深いことに、表8.2に示されるデータでは、1990年代のマレーシアでは証券投資がマイナス（負の純投資があった）になっている。したがって、マレーシアがIMFに報告している統計が信頼しうるものとすれば、アジア通貨危機が起こったときにマレーシアでは、タイとは異なり、多額の証券投資残高がなかったことになる。しかし、1992、93年及び1995、96年にはその他投資の大幅な流入があり、外国人同様マレー人がマレーシアの資産から資金を引き上げ始めた1997年にはその他対内・対外投資はマイナスに変わった。

  日本、アメリカ、ヨーロッパ9ヵ国、そしてシンガポールおよび香港がマレーシアの主要貿易相手国である。マレーシアの輸出に占める日本の割合は、1979年の23％から1997年の13％へと徐々に低下したのに対し、香港とシンガポールを合わせた割合は同じ期間に19％から26％へと上昇した。アセアン4ヵ国の比率はこれよりずっと小さいが3％から7％へと大きく増加した（表8.2）。韓国と台湾を合わせた比率も1980年代初めには上昇したが最近は停滞、ないし下降している。アメリカは多少ぶれがあるもののわずかに上昇傾向にあり、ヨーロッパは若干低下している。輸入サイドでは、日本がここ20年間総輸入の21～28％を占める最大の輸入源であった。アメリカ、シンガポールおよび香港が近年大きな輸入源となり、1990年代にはそれぞれマレーシアの輸入の15～18％を占めている。ヨーロッパ9ヵ国は、その地位は低下しているものの1990年代には依然総輸入の13～15％を占めている。他方、韓国および台湾の比率は着実に増えて近年10％になっている。

  マレーシアでは、農産物（ゴム、パーム油、木材）、原材料（すず）と鉱物性燃料（原油と天然ガス、LNG）、機械製品（電機・電子機械）、その他製品（繊維、アパレル、履き物）といった具合に、輸出は多くの商品に多岐にわたってきた。農産物、原材料、鉱物性燃料が1980年代初頭には最大であり、機械製品が1986年の原油価格下落以降鉱物性燃料に代わり最大の品目となった（表8.2）。こうした傾向は加速され、1994年までに機械製品は総輸出の半分以上に達している。機械輸出の大部分は電機・電子機械であり、1997年には総輸出の54％を占めている（Malaysia, Bank Negara Malaysia, 1998）。輸出において電機・電子機械が大宗を占めていることで、好不況の波が顕著な産業における世界的な需要変動にマレーシアが左右されてきたことには注意を要する。

  韓国とフィリピン同様マレーシアは、大幅な経常赤字を計上しやすいために対外債務の問題を以前は抱えていた。1986年の景気後退局面では、GDPに対する対外債務比率は79％にまで達した（表8.2）。この比率は1992年には34％にまで低下したが、その後1996年には再び40％にまで上昇した。中央銀行の数値によれば、対外債務はその後さらに膨らみ1997年には440億ドル、対GDP比40％になった。1998年9月までに絶対額は400億ドルまで戻っている（Malaysia, Bank Negara Malaysia, 1998）。しかし、リンギ下落のために1998年の対外債務はGDPの約57％に達している（表8.1の仮定を使えば）。しかし、対外債務圧力が上昇しているにもかかわらず、マレーシアはアジア金融危機による支援のためIMFに駆け込まなくてよいほどに十分な外貨準備高を保ってきた。

  すでに述べたように、1980、90年代を通して日本がマレーシアの重要な貿易相手国であった。こうした関係は、この期間を通してマレーシアが原材料と鉱物性燃料に日本が機械製品にと、大変異なった産業に両国の比較優位があったことに一部起因している。この結果、マレーシアからの日本の輸入は長らく最初の2品目に集中し、1992年においても輸入の63％を占めていた（表8.3）。しかし、1997年までにこの比率は35％に低下、機械製品及びその他製品がそれぞれ37％、18％にまで上昇した。機械製品は、1992年68％、1997年71％というぐあいに、常に日本からマレーシアへの輸出の大宗を占めてきた。電機・電子産業は輸入・輸出双方において突出している。この産業は多岐にわたるが、日本が資本・技術集約的な製品を輸出して労働集約的な製品を輸入する傾向がある。日本の多国籍企業とマレーシアの子会社との間の企業内貿易もかなりの額にのぼる。

  日本は近年、マレーシアに対してかなりの経常黒字を計上してきたが、そのほとんどは貿易収支に集中している。より少額の所得収支の受取もあるが、そのほとんどが直接投資収益で証券投資収益とその他投資収益も黒字である。サービス収支でも輸送、建設、特許等使用料で大きな黒字を計上、その他営利業務も1995年は黒字であったが、その後いくつかの理由でマイナスになっている。他方、日本の支払は輸送、旅行、その他営利業務で大きい。投資収支では、データが入手可能な直近の3年間、年平均6億3,000万ドルの流れがあるなど日本はマレーシアの重要な投資元といえる。証券投資は、1997年日本からマレーシアへ大きな債券資金の流れがある一方マレーシアから日本へ株式資金の引揚げがみられるなど興味深い。その他投資も意味深く、1995年と1997年のおけるマレーシアへの多額の貸付・借入資金の流入といったようにその動きのほとんどは負債側でみられる。
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